
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両周辺の物体を検出し、その物体の方向、物体までの距離分布を検出する物体検出手
段と、上記物体検出手段で検出した物体までの距離分布から立体物を認識し、車両との相
対位置を演算する立体物認識手段と、車両の旋回および前後方向の移動量を検出する車両
移動量検出手段と、予め自車両を中心とする領域を設定し、該領域内に位置する立体物の
相対位置情報を記憶する位置情報記憶手段と、上記車両移動量検出手段からの車両移動量
を基に上記位置情報記憶手段に記憶しておいた上記予め自車両を中心とする領域内の立体
物の相対位置情報を更新すると共に、上記予め自車両を中心とする領域の外に出る立体物
の相対位置情報を削除し、且つ、上記車両の移動に伴って新たに得られる立体物の相対位
置情報を付加することで、新たな自車両を中心とする領域内に位置する立体物の相対位置
情報を演算する立体物位置情報演算手段とを備え、

ことを特徴とする車両周辺立体物認識装置。
【請求項２】
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自車両の外形形状から立体物との接触
を判断するために、自車両の両端部から接触の可能性を判定する接触危険度判定設定線を
車両側部を含む車両前後方向に設定し、上記立体物の相対位置情報がこれらの接触危険度
判定設定線の内側に位置する際には立体物と接触する可能性があると判断する接触判定出
力部を備えた

上記接触判定出力部は、上記接触危険度判定設定線の外側に更に設定線を設定し、上記
接触危険度判定設定線と上記接触危険度判定設定線の外側の設定線との間に立体物が存在
する際にはハンドル操作によっては該立体物と自車両とが接触する可能性があると判断す



ことを特徴とする請求項１記載の車両周辺立体物認識装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、自動車の運転支援装置や自律走行車の自律走行制御装置に用いる車両周辺立体
物認識装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、自動車等の車両においては、塀、ガードレール、電柱、駐車車両等が多数存在する
狭路を通過する際の運転者の感覚を補うものとして、例えば、コーナーポールや、棒状の
部材が障害物に触れるとスイッチがオンする接触式スイッチからなる触覚センサ等を車体
に取り付ける場合があり、これにより、車幅や左右障害物との間の隙間を確認することが
できる。
【０００３】
また、車両の側面や四隅に超音波センサを取り付け、超音波を発射して障害物からの反射
波を受信することにより距離を計測し、計測した距離を運転者に知らせる技術等が開発さ
れている。
【０００４】
さらに最近では、周辺の障害物の形状や障害物までの距離を検出する装置として、先に本
出願人によって提出された特開平５－１１４０９９号公報に示すような、複数のＣＣＤカ
メラによるステレオ画像認識装置を用いた車両周辺の立体物認識装置があり、その検出結
果を運転者に報知する運転支援装置が開発されている。このステレオ画像認識装置を用い
た車両周辺の立体物認識装置では、障害物の方向や形状が細かく認識できる上、障害物ま
での距離も正確に求められる。
【０００５】
一方、自律走行車では、走行中に障害物との衝突や接触を避けるために、赤外線センサや
超音波センサを利用して障害物の有無を検出し、走行方向に障害物が有る場合には車両を
停止させるなどの走行制御を行なうものがある。
【０００６】
この自律走行車においても、近年、車両周辺の立体物認識装置として上述のステレオ画像
認識装置を用い、同時に多数の障害物の有無や方向、形状を認識し、車両が障害物と接触
の可能性がある場合に、車両を停止させたり、障害物の無い方向へ車両を走行制御する技
術が開発されている。
【０００７】
【発明が解決しようとする課題】
ところで、上述のステレオ画像認識装置を用いた車両周辺の立体物認識装置では、立体物
の認識は、カメラ視野に入っている範囲のもののみが認識可能なため、例えば車両前方に
向けてカメラが取り付けられている場合、車両前方のカメラ視野に入っている範囲の立体
物の認識は行なえるが、車両側方に存在する立体物等、カメラ視野から外れた部分の立体
物の認識は行なえないといった問題がある。
【０００８】
このため、車両が旋回するような場合で車両側方等の立体物を認識する必要がある際には
、運転者に対する運転支援を有効に行なうことができない。これに対処するため、車両側
方を視野とするカメラあるいは立体物認識装置を付加して車両側方等にある立体物を認識
できるようにすることが考えられるが、カメラ、装置の取り付け場所を新たに確保する必
要が発生したり、また、大幅なコストアップを生じてしまう。
【０００９】
同様に、自律走行車においても、操舵を伴う走行の場合には、前方のみならず側方の立体
物の有無や距離を把握すれば、より質の高い走行制御を行なうことができる。特に自律走
行車は、例えば、床面掃除のような作業を行ないながら走行するものがあり、立体物位置
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の把握範囲が狭いと立体物きわの作業ができない等の影響がでる場合がある。そして、車
両周辺の広い範囲で立体物の認識を行なおうとすると、それだけ多くのカメラ、立体物認
識装置を取り付けなければならず、取り付け場所の問題、コストアップの問題が生じる。
【００１０】
本発明は上記事情に鑑みてなされたもので、カメラあるいは立体物認識装置を特別に付加
することなく、車両周辺の広い範囲で立体物の認識を行なうことができる車両周辺立体物
認識装置を提供することを目的とする。
【００１１】
【課題を解決するための手段】
　上記目的を達成するため請求項１記載の本発明による車両周辺立体物認識装置は、車両
周辺の物体を検出し、その物体の方向、物体までの距離分布を検出する物体検出手段と、
上記物体検出手段で検出した物体までの距離分布から立体物を認識し、車両との相対位置
を演算する立体物認識手段と、車両の旋回および前後方向の移動量を検出する車両移動量
検出手段と、予め自車両を中心とする領域を設定し、該領域内に位置する立体物の相対位
置情報を記憶する位置情報記憶手段と、上記車両移動量検出手段からの車両移動量を基に
上記位置情報記憶手段に記憶しておいた上記予め自車両を中心とする領域内の立体物の相
対位置情報を更新すると共に、上記予め自車両を中心とする領域の外に出る立体物の相対
位置情報を削除し、且つ、上記車両の移動に伴って新たに得られる立体物の相対位置情報
を付加することで、新たな自車両を中心とする領域内に位置する立体物の相対位置情報を
演算する立体物位置情報演算手段とを備え、

ものである。
【００１２】
　また、請求項２記載の本発明による車両周辺立体物認識装置は、請求項１記載の車両周
辺立体物認識装置において、

ものである。
【００１７】
　すなわち、請求項１記載の本発明による車両周辺立体物認識装置は、物体検出手段で、
車両周辺の物体を検出し、その物体の方向、物体までの距離分布を検出し、立体物認識手
段で、上記物体検出手段で検出した物体までの距離分布から立体物を認識し、車両との相
対位置を演算し、車両移動量検出手段で、車両の旋回および前後方向の移動量を検出し、
位置情報記憶手段は、予め自車両を中心とする領域を設定し、該領域内に位置する立体物
の相対位置情報を記憶する。そして、立体物位置情報演算手段は、上記車両移動量検出手
段からの車両移動量を基に上記位置情報記憶手段に記憶しておいた上記予め自車両を中心
とする領域内の立体物の相対位置情報を更新すると共に、上記予め自車両を中心とする領
域の外に出る立体物の相対位置情報を削除し、且つ、上記車両の移動に伴って新たに得ら
れる立体物の相対位置情報を付加することで、新たな自車両を中心とする領域内に位置す
る立体物の相対位置情報を演算する。

【００１８】
　また、請求項２記載の本発明による車両周辺立体物認識装置は、請求項１記載の車両周
辺立体物認識装置において、
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自車両の外形形状から立体物との接触を判断
するために、自車両の両端部から接触の可能性を判定する接触危険度判定設定線を車両側
部を含む車両前後方向に設定し、上記立体物の相対位置情報がこれらの接触危険度判定設
定線の内側に位置する際には立体物と接触する可能性があると判断する接触判定出力部を
備えた

上記接触判定出力部は、上記接触危険度判定設定線の外側に
更に設定線を設定し、上記接触危険度判定設定線と上記接触危険度判定設定線の外側の設
定線との間に立体物が存在する際にはハンドル操作によっては該立体物と自車両とが接触
する可能性があると判断する

接触判定出力部は、自車両の外形形状から立体物と
の接触を判断するために、自車両の両端部から接触の可能性を判定する接触危険度判定設
定線を車両側部を含む車両前後方向に設定し、上記立体物の相対位置情報がこれらの接触
危険度判定設定線の内側に位置する際には立体物と接触する可能性があると判断する。

上記接触判定出力部は、上記接触危険度判定設定線の外側に
更に設定線を設定し、上記接触危険度判定設定線と上記接触危険度判定設定線の外側の設
定線との間に立体物が存在する際にはハンドル操作によっては該立体物と自車両とが接触



【００２３】
【発明の実施の形態】
以下、図面を参照して本発明の実施の形態を説明する。図１～図７は本発明の実施の形態
１に係り、図１は運転支援装置の機能ブロック図、図２は車両側面からみた運転支援装置
の全体構成図、図３は車両上面からみた運転支援装置の全体構成図、図４は車両周辺の立
体物位置情報の説明図、図５は前回の立体物位置情報を移動させる際の説明図、図６は運
転支援制御での各接触危険度判定設定線の説明図、図７は運転支援制御のフローチャート
である。尚、本発明の実施の形態１は、車両としての自動車に搭載された運転支援装置が
、本発明の車両周辺立体物認識装置で求めた車両周辺の立体物位置情報を基に、運転支援
制御の一例としての障害物との接触防止を図るものであり、特に車両周辺立体物認識装置
について以下詳述する。
【００２４】
図２および図３において、符号１は車両としての自動車を示し、この自動車１に、塀、ガ
ードレール、電柱、駐車車両等の障害物が存在する狭路での障害物との接触可能性を判断
し、その判断結果を表示することにより、運転者の負担を軽減して安全を確保する運転支
援装置２が搭載されている。
【００２５】
上記運転支援装置２は、車外の設定範囲内の対象を撮像する撮像系としてのステレオ光学
系３で撮像した自車両の走行方向（車両前方）の画像と、車両移動量検出手段としての舵
角センサ４で検出した舵角と、同じく車両移動量検出手段としての後輪回転数センサ５で
検出した後輪回転数（後輪移動量；車両の前後方向移動量を後輪移動量で代表させる。従
って、車両の前後方向移動量を正確に求められるのであれば、前輪移動量であっても良い
。）を制御装置６に入力して、この制御装置６が、狭路侵入の可否の判定や、車両周辺の
障害物との接触防止を図る機能を達成すべく表示部７に出力するように構成されている。
【００２６】
上記ステレオ光学系３は、例えば電荷結合素子（ＣＣＤ）等の固体撮像素子を用いた１組
のＣＣＤカメラからなり、左右のＣＣＤカメラ３Ｌ，３Ｒが、それぞれ車室内の天井前方
に一定の間隔をもって取り付けられ、車外の対象を異なる視点からステレオ撮像するよう
になっている。
【００２７】
上記制御装置６は、車両周辺立体物認識部１０と接触判定出力部２０とで主要に構成され
、上記ステレオ光学系３で撮像した画像と、上記舵角センサ４で検出した舵角と、上記後
輪回転数センサ５で検出した後輪回転数（後輪移動量）が上記車両周辺立体物認識部１０
に入力され、この車両周辺立体物認識部１０で車両周辺の立体物位置情報を演算し、上記
接触判定出力部２０が、上記車両周辺立体物認識部１０からの立体物位置情報を基に自車
両と障害物との接触の可能性を判定して必要に応じて上記表示部７に出力するように構成
されている。
【００２８】
上記表示部７は、ランプや発光ダイオード等からなる複数の発光物で形成され車体の左右
フェンダ上端に配設される表示部７ＦＬ，７ＦＲと、インストルメントパネル内に設けら
れて表示する表示部７ＩＬ，７ＩＲと、運転席側に比較して車体位置を把握し難い助手席
側のサイドミラー近傍に配設される表示部７Ｓとからなり、上記制御装置６の上記接触判
定出力部２０からの出力信号を受けて所定に動作されるようになっている。例えば、上記
各表示部７ＦＬ，７ＦＲ，７ＩＬ，７ＩＲ，７Ｓは、それぞれ赤、黄、緑色を発光できる
ように形成され、接触すると判断した場合には赤色、運転者のハンドル操作によっては接
触の虞があると判断した場合には黄色、立体物と自車両との間隔が十分にあり接触の虞が
ないと判断した場合には緑色が、該当する表示部により点滅あるいは点灯表示されるよう
になっている。このように表示することにより、狭路走行に際し、自車両と障害物との接
触可能性に係わる情報を、視認性良く且つ安価な構成で表示することができ、運転者の負
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担を軽減して接触事故等を未然に回避することができるばかりでなく、車両位置感覚の学
習を補助して安全運転の促進を図ることができる。
【００２９】
上記制御装置６の車両周辺立体物認識部１０は、さらに、ステレオ画像処理部１１、立体
物認識部１２、立体物位置情報演算部１３および記憶部１４で主に構成されている。
【００３０】
上記ステレオ画像処理部１１は、上記ステレオ光学系３で撮像した１組のステレオ画像対
に対し、対応する位置のずれ量から三角測量の原理によって画像全体に渡る距離情報を求
める処理を行なって、三次元の距離分布を表す距離画像を生成し上記立体物認識部１２に
出力するもので、上記ステレオ光学系３と上記ステレオ画像処理部１１で物体検出手段を
構成している。
【００３１】
また、上記ステレオ画像処理部１１では、例えば、画像を小領域に分割し、それぞれの小
領域内の輝度あるいは色のパターンを左右画像で比較して一致する領域を見つけ出すこと
により、小領域毎の距離分布を全画面に渡って求めるようになっており、左右画像の一致
度評価すなわちステレオマッチングは、右画像、左画像のｉ番目画素の輝度（色を用いて
も良い）を、それぞれ、Ａｉ、Ｂｉとすると、以下の（１）式に示すシティブロック距離
Ｈに基づいて行われ、左右画像の各小領域間のシティブロック距離Ｈの最小値が所定の条
件を満たすとき、互いの小領域が対応すると判断することができる。
Ｈ＝Σ｜Ａｉ－Ｂｉ｜　　　　　　　　　　　　　…（１）
上記ステレオ画像処理部１１から出力される画像のような形態をした距離分布情報、すな
わち、距離画像は、所定の画像サイズ（例えば横４００画素×縦２００画素）を有し、以
下、距離画像の座標系は、左上隅を原点として横方向をｉ座標軸，縦方向をｊ座標軸とし
、単位は画素として定める。
【００３２】
上記立体物認識部１２は、立体物認識手段として形成されており、距離画像から前方に存
在する他の車両や障害物等の複数の物体を検出して、その位置と大きさを算出し、検出し
た物体の輪郭像を抽出するようになっている。
【００３３】
この場合、上記立体物認識部１２では、物体の３次元的な位置情報を利用し、道路と物体
の区別は道路表面からの高さによって行い、物体と背景の区別は距離の値によって行う。
そのため、上記立体物認識部１２では、まず、上記ステレオ画像処理部１１からの距離画
像の座標系を、自車（車両１）を取り巻く実空間の座標系に変換し、検出した立体物に対
し、位置や大きさを計算するようになっている。
【００３４】
すなわち、実空間の座標系を車両１固定で車両１を中心（原点を車両中央の真下の道路面
）とした直交座標系とし、Ｘ軸を車両１の左右方向の軸、Ｙ軸を車両１の前後方向の軸、
Ｚ軸を車両１の上下方向の軸とすると、ＸＹ平面（Ｚ＝０）は、道路が平坦な場合、道路
面と一致することになり、画像中の距離情報（ｉ，ｊ）から被写体の３次元位置（Ｘ，Ｙ
，Ｚ）を算出するには、以下の（２），（３）式により座標変換を行う。
Ｚ＝ＣＨ－Ｙ×ＰＷ×（ｊ－ＪＶ）　　　　　　　　…（２）
Ｘ＝ｒ／２－ρ＋Ｙ×ＰＷ×（ｉ－ＩＶ）　　　　　…（３）
ここで、ＣＨ　　　：ＣＣＤカメラの取付け高さ
ＰＷ　　　：１画素当たりの視野角
ＪＶ，ＩＶ：車両１の真正面の無限遠点の画像上の　　座標
ｒ：２台のＣＣＤカメラの取付間隔
ρ：２台のＣＣＤカメラの取付間隔の中心と　車両中心とのずれ
また、実空間の３次元座標（Ｘ，Ｙ，Ｚ）から画像上の位置（ｉ，ｊ）を算出する式も、
上記（２），（３）式を変形し、次のようになる。
ｊ＝（ＣＨ－Ｚ）／（Ｙ×ＰＷ）＋ＪＶ　　　　　　…（４）
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ｉ＝（Ｘ－ｒ／２＋ρ）／（Ｙ×ＰＷ）＋ＩＶ　　　…（５）
また、上記立体物認識部１２では、立体物認識を、駐車車両等の障害物の物体認識と側壁
検出とで別々に行なうようになっており、物体認識では、上記ステレオ画像処理部１１か
らの距離画像を、格子状に所定の間隔（例えば、８～２０画素間隔）で区分し、各領域毎
に、走行の障害となる可能性のある立体物のデータのみを選別し、その検出距離を算出す
る。すなわち、画像を多数の領域に分割して物体を探すことにより、複数の物体を同時に
検出することができるようになっている。
【００３５】
各領域における被写体は、画像上の座標（ｉ，ｊ）と距離データＹから、前述の（２），
（３）式を使って実空間の３次元位置（Ｘ，Ｙ，Ｚ）が算出され、さらに、距離Ｙに於け
る被写体の道路表面からの高さＨは、道路表面の高さをＺｒとすると、次の（６）式で計
算することができるが、前述したように実空間の座標系が設定されているため、車両１に
特別な傾きや上下移動が無い限り、Ｚｒ＝０．０ｍと設定することができる。
Ｈ＝Ｚ－Ｚｒ　　　　　　　　　　　　　　　　…（６）
高さＨが０．１ｍ程度以下の被写体は、道路上の白線や汚れ、影などであり、走行の障害
になる物体ではないと考えられるため、この被写体のデータは棄却する。また、車両の高
さより上にある被写体も、歩道橋や標識などと考えられるので棄却し、走行上の障害とな
る立体物のデータのみを選別する。これにより、２次元の画像上で物体が道路などと重な
り合っていても、道路表面からの高さによってデータを区別し、障害となる物体のみを検
出できる。
【００３６】
次に、このようにして抽出された立体物のデータに対して、予め設定された距離Ｙの区間
に含まれるデータの個数を数え、距離Ｙを横軸とするヒストグラムを作成する。検出物体
に対するヒストグラムで設定する距離Ｙの区間の長さや区間の個数は、距離Ｙの検出限界
や精度および検出対象の物体の形状などを考慮して決定する。
【００３７】
上記ヒストグラムにおいては、入力される距離画像中の距離データには、誤って検出され
た値も存在するので、実際には物体の存在しない位置にも多少のデータが現れる。しかし
、ある程度の大きさの物体があると、その位置の度数は大きな値を示し、一方、物体が何
も存在しない場合には、誤った距離データのみによって発生する度数は小さな値となる。
【００３８】
従って、作成されたヒストグラムの度数が、予め設定した判定値以上かつ最大値をとる区
間があれば、その区間に物体が存在すると判断し、度数の最大値が判定値以下の場合は、
物体が存在しないと判断することにより、画像のデータに多少のノイズが含まれている場
合においても、ノイズの影響を最小限にして物体を検出できる。
【００３９】
物体が存在すると判断されると、検出された区間と、その前後に隣接する区間に含まれて
いる立体物のデータの距離Ｙの平均値を計算し、この値を物体までの距離と見なす。この
ような物体までの距離検出の処理を全領域について行った後、各領域の物体の検出距離を
調べ、隣接する領域において物体までの検出距離の差異が設定値以下の場合は同一の物体
と見なし、一方、設定値以上の場合は別々の物体と見なす。このようにデータを区別する
ことにより、複数の物体とその距離、存在領域を背景と区別して検出することができ、さ
らに、２次元の画像上で複数の物体が重なり合って写っている場合においても、各々の物
体の距離の違いによって、それらを区別して検出できる。
【００４０】
そして、さらに上述の検出された各々の物体について、３次元空間で、検出物体を包含す
る直方体状の３次元空間領域すなわち３次元ウインドウを設定し、この設定した３次元ウ
インドウが２次元の画像上でどのように見えるかを計算し、ウインドウ輪郭線の内側を２
次元ウインドウとして、この中のデータのみを検出対象とする。
【００４１】
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上記２次元ウインドウ内の各データを順次サーベイし、３次元ウインドウに含まれるデー
タのみを選別し、検出した物体の輪郭像を抽出する処理を行い、検出物体の自車両１との
位置関係を検出するのである。
【００４２】
上記３次元ウインドウから上記２次元ウインドウを求めるには、３次元ウィンドウの８個
の頂点の各座標（Ｘｎ，Ｙｎ，Ｚｎ）から、前述の（４），（５）式を用いて画像上の座
標（ｉｎ，ｊｎ）を計算し、これらの点を包絡する多角形を計算して行なわれる。
【００４３】
一方、上記立体物認識部１２での側壁検出は、側壁と道路との区別を道路表面からの高さ
によって行い、側壁と遠方の背景との区別を、前後方向と横方向の距離によって行うこと
により、側壁が存在すると推定される周辺のデータのみを抽出し、続いて側壁のデータは
水平方向に直線的に並んでいる特徴に注目してこれをハフ変換によって検出し、位置を求
めることにより行なわれる。
【００４４】
すなわち、上記距離分布の情報の中から予め設定された道路表面より上にあるデータのみ
を抽出し、抽出した立体物データの中から、予め設定された側壁の探索領域内のデータの
みを抽出し、これをハフ変換で処理して側壁の有無と側壁の位置を示す直線式とを検出す
る。また、側壁の位置を示す直線式に基づいて、側壁が存在すると推定される側壁候補領
域を設定し、この側壁候補領域内の立体物データの分布状態から側壁の前後端の位置を検
出する。
【００４５】
詳細には、側壁は立体物の一種であるから、まず、道路表面より上にある立体物のデータ
を距離画像の中から抽出する。この際、高さＨが０．１ｍ程度以下の立体物は、前述した
ように、道路上の白線や汚れ、影等と考えられるため、この立体物のデータは棄却する。
また、車両の高さより上にある立体物も、歩道橋や標識等と考えられるので棄却し、道路
上の立体物のデータのみを選別する。
【００４６】
また、画面に写っている広範囲の立体物のデータが抽出されるが、これら全てを処理する
ことは合理的でないため、側壁を探索する領域に制限を設ける。
【００４７】
この場合、道路を通常走行している場合には、側壁は車両１の左側と右側に、車両１と概
ね平行に存在する。一方、遠くの側壁は、距離データの精度の面から検出が困難になり、
且つ、検出の必要性も小さい。そこで、これらを考慮し、左側と右側の２つの探索領域を
設定し、左側と右側の側壁を別々に検出して行く。
【００４８】
各探索領域に含まれる立体物データを抽出するには、抽出された各データの被写体の３次
元位置（Ｘ，Ｙ座標）を計算し、この３次元位置（Ｘ，Ｙ座標）と各探索領域とを、それ
ぞれ比較して判定する。
【００４９】
画像上の探索領域内にも、目的とする側壁の他に様々な立体物が存在する。さらに、距離
画像にはノイズ状の偽データも含まれており、実際には物体が存在しない空間にデータの
みが分散して存在する。この中で側壁は、そのデータが直線状に並んでいる特徴がある。
そこで、ハフ変換を使用してデータの列の直線式を検出することによって側壁の検出を行
う。
【００５０】
このハフ変換による直線式の検出について説明すると、まず、立体物データＰ i （座標Ｘ
i ，Ｙ i ）に対し、このデータＰ i の点を通る直線Ｆ i を想定する。この直線の式は、以
下の（７）式で示される。
Ｘ＝ａｆ i ×Ｙ＋ｂｆ i 　　　　　　　　　　　…（７）
次に、縦軸が上記（７）式の傾きａｆ、横軸が切片ｂｆのパラメータ空間を設定し、上記
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（７）式のパラメータａｆ i ，ｂｆ i に相当する位置に投票を行う。
【００５１】
ここで、傾きａｆ i の値は、前述したように側壁は車両１と概ね平行と考えられるため、
一般道路では、例えば±２０゜ ( ａｆ i ：±０．３６）程度の範囲で変化させれば実用上
十分である。また、切片ｂｆ i の値は、左側の側壁を検出する場合、車両１の左脇である
例えばＸ＝－１ｍから－１０ｍ程度の範囲、右側の側壁を検出する場合には、例えばＸ＝
＋１ｍから＋１０ｍ程度の範囲に制限する。このように、制限範囲を例えば±１０ｍ程度
にするのは、あまり遠く離れた側壁の検出は実用面の必要性が小さいためである。
【００５２】
このような制限により、パラメータ空間上で投票が行われる範囲は矩形領域となり、この
矩形領域はさらに格子状に分割されて各格子毎に投票される。上記（７）式の傾きａｆ i 
は、所定の変化範囲内（例えば±１０゜～±２０゜）であり、格子間隔Δａｆ毎に順次変
化させて設定する。切片ｂｆ i は、設定された傾きａｆ i と立体物データＰ i の座標（Ｘ
i ，Ｙ i ）を上記（７）式に代入して算出され、これが上記制限範囲内であればパラメー
タ空間の該当する格子に投票される。
【００５３】
検出される側壁の位置、すなわち直線式の傾きと切片の検出精度は、格子間隔Δａｆ，Δ
ｂｆによって決定され、格子間隔Δａｆ，Δｂｆの設定は、側壁の情報を利用する外部装
置側の要求に基づいて行われる。
【００５４】
以上のようにして探索領域内の全立体物データに対してパラメータ空間への投票を行う際
、直線的に並んだデータが存在すると、このデータの列と一致するように設定した直線の
パラメータａｆ i,ｂｆ i に相当するパラメータ空間の格子は多くの得票を得て、左右の投
票領域毎に局所極大値が現れる。
【００５５】
側壁が存在し、明確な立体物データの列があるとパラメータ空間の局所極大値は大きな値
を示し、一方、側壁が無く、複数の物体が分散して存在する状態では局所極大値は小さい
値を示す。従って、パラメータ空間の左右の投票領域毎に局所極大値を検出し、検出した
局所極大値が判定値以上であれば側壁が存在すると判定することができる。判定値は設定
する探索領域の大きさや格子の間隔等を考慮して設定する。
【００５６】
次に、側壁有りと判定された場合には、側壁の前後端の位置を検出する。これは、側壁の
存在が推定される直線を中心として、幅０．３ｍ～１．０ｍ程度の領域を側壁候補領域と
して定め、この領域を、さらにＹ方向に区分して、上記探索領域内の立体物データを順次
サーベイし、側壁候補領域内にあるデータのみを抽出した後、区分毎に立体物データの個
数をカウントし、ヒストグラムを作成することにより行なう。そして、このヒストグラム
は側壁が存在する部分では大きな度数を示すため、度数が判定値以上の区分を検出するこ
とによって、この範囲に側壁が存在すると判断することができ、その両端の３次元位置を
計算して側壁の前後端位置とするのである。
【００５７】
以上のようにして、距離画像から道路上の各物体の位置、形状等のパラメータが求められ
るようになっており、前記立体物位置情報演算部１３にそのパラメータが読み込まれる。
【００５８】
上記立体物位置情報演算部１３は、立体物位置情報演算手段として形成され、前記舵角セ
ンサ４で検出した舵角と、前記後輪回転数センサ５で検出した後輪回転数（後輪移動量）
と、上記立体物認識部１２からの情報を基に、位置情報記憶手段としての記憶部１４に前
回記憶しておいた車両周辺の立体物位置情報を更新して新たな車両周辺の立体物位置情報
を演算するようになっている。
【００５９】
上記車両周辺の立体物位置情報は、図４に示すように、ＸＹ平面上に予め設定した自車両
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を中心とする領域ＱＲＳＴ内の立体物の位置情報であり、今回演算して得た上記立体物認
識部１２からの情報（領域ＰＱＲ内の情報）と、前回までに得た上記立体物認識部１２か
らの情報とで形成されている。
【００６０】
すなわち、前回演算して上記記憶部１４に記憶しておいた立体物位置情報の領域Ｑ ' Ｒ ' 
Ｓ ' Ｔ ' から、今回、車両が移動して（移動量Ｍ）、新たに上記立体物認識部１２から領
域ＰＱＲの相対位置情報を得ると、前回の立体物位置情報の領域Ｑ ' Ｒ ' Ｓ ' Ｔ ' の情報
を上記移動量Ｍだけ移動し、今回の車両位置に対する情報になるように更新するとともに
、この更新した前回の立体物位置情報の領域Ｑ ' Ｒ ' Ｓ ' Ｔ ' の情報から、記憶領域外に
出たもののデータ（領域ＴＳＳ ' Ｔ ' のデータ）と、新たに得た領域ＰＱＲの相対位置情
報に重複する領域ＰＥＦのデータとを消去し、上記領域ＰＱＲの相対位置情報を追加して
今回の立体物位置情報の領域ＱＲＳＴを形成するようになっている。この今回の立体物位
置情報のデータは再び上記記憶部１４に記憶されるとともに、前記接触判定出力部２０に
出力される。尚、図４では、解りやすくするため、車両が前進移動する場合で示している
が、車両が旋回移動する場合等でも同様にして今回の立体物位置情報が求められる。
【００６１】
このように、本発明の実施の形態１の車両周辺立体物認識部１０によれば、従来のような
車両前方での立体物の位置が認識できることはもちろん、一旦車両前方で認識された立体
物は車両の移動に伴って車両側方になってしまった場合でもその位置を把握することがで
き、他にカメラあるいは立体物認識装置を特別に付加することなく、車両周辺の広い範囲
で立体物の認識を行なうことができるようになっている。
【００６２】
ここで、検出した車両の移動量を基に、前回の立体物位置情報を移動させるには、例えば
、以下の算出式によって行なう。
【００６３】
図５において、車両が直進する場合、Ａ点（ｘ a ，ｙ a ）にある物体はＢ点（ｘ b ，ｙ b 
）に相対的に移動する（ｘ a ＝ｘ b ）。ここで、舵角をδとすると、直進走行時はδ＝０
であり、後輪移動量をΔＭとして、ｙ b ＝ｙ a －ΔＭとなる。すなわち、直進走行時では
、座標（ｘ old ，ｙ old ）で示す前回の立体物位置情報は、座標（ｘ new ，ｙ new ）で示
す今回の新たな立体物位置情報に以下の２式により移動される。
ｘ new ＝ｘ old 　　　　　　　　　　　　　…（８）
ｙ new ＝ｙ old －ΔＭ　　　　　　　　　　…（９）
尚、上記舵角δは、厳密に０でなくとも、予め設定しておいた範囲内の値であれば直進走
行とみなすようになっている。この設定範囲は、車速等のパラメータにより可変設定され
るものであっても良い。
【００６４】
また、車両が旋回する場合（δ≠０の場合）、Ｂ点（ｘ b ，ｙ b ）にある物体はＣ点（ｘ
C ，ｙ C ）に相対的に移動する。この旋回の中心座標Ｐ C （Ｘ CE，Ｙ CE）は、Ｘ CEを舵角
δによる車両諸元に基づいて予め設定しておいたテーブルの参照により求める（ｆ（δ）
で示す）ものとして、
Ｘ CE＝ｆ（δ）　　　　　　　　　　　　　…（１０）
Ｙ CE＝（車輪軸までのオフセット）＝０　　…（１１）
となる。
【００６５】
さらに、旋回の回転角θ c は、カメラ位置から左後輪までのＸ方向のオフセットをＸ W と
して、
θ c ＝ΔＭ／（Ｘ CE－Ｘ W ）　　　　　　　…（１２）
で算出される。
【００６６】
上記中心座標Ｐ C （Ｘ CE，Ｙ CE）、旋回角θ c を用いて、旋回走行時では、座標（ｘ old 
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，ｙ old ）で示す前回の立体物位置情報は、座標（ｘ new ，ｙ new ）で示す今回の新たな
立体物位置情報に以下のように移動される。
ｒ＝（（ｘ old －Ｘ CE） 2  ＋（ｙ old －Ｙ CE） 2  ） 1 / 2  

ａ＝ arctan（（ｙ old －Ｙ CE）／（ｘ old －Ｘ CE））
とすると、
ｘ new ＝ｒ× cos （ａ＋θ c ）＋Ｘ CE　　　　　　　　…（１３）
ｙ new ＝ｒ× sin （ａ＋θ c ）＋Ｙ CE　　　　　　　　…（１４）
上記接触判定出力部２０は、上記立体物位置情報演算部１３からの車両周辺の立体物位置
情報を基に、予め記憶してある自車両の外形形状から、立体物と車両との接触の可能性を
判定して、結果を前記表示部７に出力させるようになっている。
【００６７】
すなわち、図６に示すように、車両１の左右両側部に、左側接触危険度判定設定線ＬＡ，
右側接触危険度判定設定線ＲＡを設定し、この判定設定線ＬＡと判定設定線ＲＡより内側
に立体物が存在する際には、立体物は障害物であり接触すると判定して各表示部７ＦＬ，
７ＦＲ，７ＩＬ，７ＩＲの中から該当するものを選択して、赤色光を点滅あるいは点灯さ
せる。例えば、車両中心線より左側に障害物がある際には、車体の左フェンダ上端の表示
部７ＦＬとインストルメントパネル内の表示部７ＩＬを選択して、赤色光を点滅あるいは
点灯させる。逆に、車両中心線より右側に障害物がある際には、車体の右フェンダ上端の
表示部７ＦＲとインストルメントパネル内の表示部７ＩＲを選択して、赤色光を点滅ある
いは点灯させる。
【００６８】
さらに、上記左側接触危険度判定設定線ＬＡ，右側接触危険度判定設定線ＲＡの外側には
左側接触危険度判定設定線ＬＢ，右側接触危険度判定設定線ＲＢが設定され、上記判定設
定線ＬＡと上記判定設定線ＬＢの間に障害物が存在する際には、運転者のハンドル操作に
よっては接触の虞があると判定して、車体の左フェンダ上端の表示部７ＦＬとインストル
メントパネル内の表示部７ＩＬを選択して、黄色光を点滅あるいは点灯させる。また、上
記判定設定線ＲＡと上記判定設定線ＲＢの間に障害物が存在する際には、運転者のハンド
ル操作によっては接触の虞があると判定して、車体の右フェンダ上端の表示部７ＦＲとイ
ンストルメントパネル内の表示部７ＩＲを選択して、黄色光を点滅あるいは点灯させる。
【００６９】
また、上記左側接触危険度判定設定線ＬＢ，右側接触危険度判定設定線ＲＢの外側にのみ
障害物が存在する場合は、障害物と自車両との間隔が十分にあり接触のおそれがないと判
定して緑色光を表示するようになっている。
【００７０】
上記各接触危険度判定設定線ＬＡ，ＲＡ，ＬＢ，ＲＢは、図６では直線に設定する例を示
しているが、直線に限ることなく曲線（例えば、車両前方に進むにつれて次第に広がるよ
うな曲線）等であってもよく、現在の車両速度、舵角により可変可能に設定できるように
しても良い。
【００７１】
次に、上記車両１の運転支援装置２による運転支援制御を、図７のフローチャートで説明
する。このプログラムは、一定時間毎あるいは車両の一定移動量毎に実行されるもので、
まず、ステップ（以下「Ｓ」と略称）１０１で、舵角センサ４から舵角δを読み込み、後
輪回転数センサ５から後輪回転数を後輪移動量ΔＭに変換して読み込み、また、車両周辺
立体物認識部１０の記憶部１４から前回の立体物位置情報を読み込む。
【００７２】
次いで、Ｓ１０２に進み、舵角δの値から旋回状態か直進状態かを判定し、直進状態の場
合にはＳ１０３に進み、旋回状態の場合にはＳ１０４に進む。
【００７３】
上記Ｓ１０２で直進状態と判定してＳ１０３に進むと、前回の立体物位置情報に後輪移動
量ΔＭを加算して（前記（８）式，（９）式に基づく処理を行なって）、Ｓ１０６に進む
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。
【００７４】
一方、上記Ｓ１０２で旋回状態と判定してＳ１０４に進むと、舵角δ、後輪移動量ΔＭか
ら旋回中心Ｐ C 、旋回角θ c を算出し（前記（１０）式，（１１）式，（１２）式に基づ
く算出）、Ｓ１０５に進んで前回の立体物位置情報を上記旋回中心Ｐ C を中心に旋回角θ
c 回転させ（前記（１３）式，（１４）式に基づく処理を行なって）、Ｓ１０６に進む。
【００７５】
上記Ｓ１０３あるいは上記Ｓ１０５からＳ１０６に進むと、前回の立体物位置情報の中で
、上記Ｓ１０３あるいは上記Ｓ１０５の処理により記憶領域外に出たもののデータの消去
を行なう。
【００７６】
次いで、Ｓ１０７に進み、前回の立体物位置情報の中で、上記Ｓ１０３あるいは上記Ｓ１
０５の処理により立体物の新たな相対位置情報と重複するデータを消去する。
【００７７】
次に、Ｓ１０８に進み、ステレオ光学系３で撮像した画像を車両周辺立体物認識部１０の
ステレオ画像処理部１１、立体物認識部１２で処理して立体物の新たな相対位置情報とし
て読み込み、Ｓ１０９に進んで、上記Ｓ１０７で形成した前回の立体物位置情報に上記新
たな相対位置情報を加え記憶する。この立体物位置情報が今回更新された新たな車両周辺
の立体物位置情報である。すなわち、上記Ｓ１０２～上記Ｓ１０８で行なわれる処理は立
体物位置情報演算部１３と記憶部１４とで行なう処理になっている。
【００７８】
次いで、Ｓ１１０に進み、上記Ｓ１０９の処理により最終的に設定した今回の新たな車両
周辺の立体物位置情報を基に、予め記憶してある自車両の外形形状から、立体物と車両と
の接触の可能性を判定し、Ｓ１１１に進んで、上記Ｓ１１０の判定結果に応じて表示部７
に信号出力する。すなわち、上記Ｓ１１０および上記Ｓ１１１が接触判定出力部２０で行
なわれる処理である。
【００７９】
尚、記憶された今回の新たな車両周辺の立体物位置情報は、次回制御プログラムが実行さ
れる際には、前回の立体物位置情報として読み込まれ処理される。
【００８０】
このように本発明の実施の形態１の車両周辺立体物認識部１０によれば、従来のような車
両前方での立体物の位置が認識できることはもちろん、一旦車両前方で認識された立体物
が車両の移動に伴って車両側方になってしまった場合でもその位置を把握することができ
るため、車両前方に存在する障害物に対する運転支援はもちろん、車両側方に存在する障
害物に対する運転支援も容易に行なうことが可能である。
【００８１】
次に、図８～図１１は本発明の実施の形態２に係り、図８は運転支援装置の機能ブロック
図、図９は車両側面からみた運転支援装置の全体構成図、図１０は車両上面からみた運転
支援装置の全体構成図、図１１は運転支援制御のフローチャートである。尚、本発明の実
施の形態２は、車両移動量検出手段として左後輪回転数センサと右後輪回転数センサを用
いて舵角センサを用いずに形成したことが前記発明の実施の形態１と異なる。
【００８２】
すなわち、図８～図１０に示すように、左後輪には左後輪回転数センサ５が、右後輪には
右後輪回転数センサ２５が設けられ、制御装置６に、それぞれ左後輪回転数（左後輪移動
量）と右後輪回転数（右後輪移動量）とが入力されるようになっている。そして、上記制
御装置６の車両周辺立体物認識部１０の立体物位置情報演算手段としての立体物位置情報
演算部２６に、上記左右後輪移動量が入力され、これら左右後輪移動量と、立体物認識部
１２からの情報を基に、記憶部１４に前回記憶しておいた車両周辺の立体物位置情報を更
新して新たな車両周辺の立体物位置情報を演算し出力するようになっている。
【００８３】
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上記立体物位置情報演算部２６は、前記発明の実施の形態１での立体物位置情報演算部１
３と略同様の機能を有するものであるが、左右後輪移動量が入力されるようになっている
ため、前回の立体物位置情報を移動させる際は、以下のように行なうものである。
【００８４】
図５において、車両が直進する場合、Ａ点（ｘ a ，ｙ a ）にある物体はＢ点（ｘ b ，ｙ b 
）に相対的に移動する（ｘ a ＝ｘ b ）。ここで、左後輪移動量（変化量）をΔＭＬ，右後
輪移動量（変化量）をΔＭＲとすると、直進時では、ΔＭＬ＝ΔＭＲであり、ｙ b ＝ｙ a 
－ΔＭＲとなる。すなわち、直進走行時では、座標（ｘ old ，ｙ old ）で示す前回の立体
物位置情報は、座標（ｘ new ，ｙ new ）で示す今回の新たな立体物位置情報に以下の２式
により移動される。
ｘ new ＝ｘ old 　　　　　　　　　　　　…（１５）
ｙ new ＝ｙ old －ΔＭＲ　　　　　　　　…（１６）
また、車両が旋回する場合、Ｂ点（ｘ b ，ｙ b ）にある物体はＣ点（ｘ C ，ｙ C ）に相対
的に移動する。この旋回の中心座標Ｐ C （Ｘ CE，Ｙ CE）は、
Ｘ CE＝（ΔＭＲ＋ΔＭＬ）／（ΔＭＲ－ΔＭＬ）×（車輪トレッド）／２　…（１７）
Ｙ CE＝（車輪軸までのオフセット）＝０　　　　　　　　　　…（１８）
となる。
【００８５】
さらに、旋回の回転角θ c は、
θ c ＝（ΔＭＲ－ΔＭＬ）／（車輪トレッド）　　…（１９）
で算出される。
【００８６】
上記中心座標Ｐ C （Ｘ CE，Ｙ CE）、旋回角θ c を用いて、旋回走行時では、座標（ｘ old 
，ｙ old ）で示す前回の立体物位置情報は、座標（ｘ new ，ｙ new ）で示す今回の新たな
立体物位置情報に、前記（１３）式，（１４）式で移動される。
【００８７】
次に、本発明の実施の形態２による運転支援装置２による運転支援制御を、図１１のフロ
ーチャートで説明する。まず、Ｓ２０１で、左後輪回転数センサ５から左後輪回転数を左
後輪移動量ΔＭＬに変換して読み込み、右後輪回転数センサ２５から右後輪回転数を右後
輪移動量ΔＭＲに変換して読み込み、また、車両周辺立体物認識部１０の記憶部１４から
前回の立体物位置情報を読み込む。
【００８８】
次いで、Ｓ２０２に進み、左右後輪移動量ΔＭＬ，ΔＭＲから旋回状態か直進状態かを判
定し、直進状態の場合にはＳ２０３に進み、旋回状態の場合にはＳ２０４に進む。
【００８９】
上記Ｓ２０２で直進状態と判定してＳ２０３に進むと、前回の立体物位置情報に後輪移動
量ΔＭＬを加算して（前記（１５）式，（１６）式に基づく処理を行なって）、Ｓ１０６
に進む。一方、上記Ｓ２０２で旋回状態と判定してＳ２０４に進むと、左右後輪移動量Δ
ＭＬ，ΔＭＲから旋回中心Ｐ C 、旋回角θ c を算出し（前記（１７）式，（１８）式，（
１９）式に基づく算出）、Ｓ１０５に進んで前回の立体物位置情報を上記旋回中心Ｐ C を
中心に旋回角θ c 回転させ（前記（１３）式，（１４）式に基づく処理を行なって）、Ｓ
１０６に進む。以下Ｓ１０６以降、前記発明の実施の形態１と同様の処理ルーチンとなる
。
【００９０】
このように、本発明の実施の形態２によれば、前記発明の実施の形態１の効果に加え、舵
角センサを用いずとも車両周辺立体物認識部が形成でき、さらにコストダウンを図ること
ができる。
【００９１】
次に、図１２～図１６は本発明の実施の形態３に係り、図１２は自律走行制御装置の機能
ブロック図、図１３は車両側面からみた自律走行制御装置の全体構成図、図１４は車両上
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面からみた自律走行制御装置の全体構成図、図１５は車両周辺の立体物位置情報の説明図
、図１６は自律走行制御のフローチャートである。
【００９２】
尚、本発明の実施の形態３は、車両としての自律走行車に前記発明の実施の形態２で説明
した車両周辺立体物認識部１０を搭載し、この車両周辺立体物認識部１０からの立体物位
置情報を基に、車両停止、障害物回避等の走行制御を行なわせるようにしたものである。
【００９３】
すなわち、符号３０は車両としての自律走行車を示し、この自律走行車３０には、例えば
、車両後部下側にモーア等の作業装置３１が設けられている。また、車両前部下側にキャ
スタ等の小車輪３２が設けられ、車両の略中央の左右両脇には駆動輪３３（左側駆動輪３
３Ｌ、右側駆動輪３３Ｒ）が設けられており、この駆動輪が、車両に搭載された自律走行
制御装置３５により制御される駆動モータ３４（左側駆動モータ３４Ｌ，右側駆動モータ
３４Ｒ）により駆動され、上記作業装置３１により、走行しながら芝刈り等の作業ができ
るように構成されている。
【００９４】
さらに、上記自律走行車３０には、前記発明の実施の形態２の如く、前方を撮像するステ
レオ光学系３（左側ＣＣＤカメラ３Ｌ，右側ＣＣＤカメラ３Ｒ）が配設されるとともに、
左駆動輪には左駆動輪回転数センサ５が、右駆動輪には右駆動輪回転数センサ２５が設け
られており、これらステレオ光学系３、左駆動輪回転数センサ５、右駆動輪回転数センサ
２５は、上記自律走行制御装置３５に接続されている。
【００９５】
上記自律走行制御装置３５は、車両周辺立体物認識部１０と、この車両周辺立体物認識部
１０からの立体物位置情報を基に、車両停止、障害物回避等の走行制御を行なわせる走行
制御部３８とから主に構成されている。
【００９６】
上記車両周辺立体物認識部１０は、前記発明の実施の形態２で説明したものと同様のもの
で、立体物位置情報演算部２６に、左右駆動輪移動量が入力され、これら左右駆動輪移動
量と、立体物認識部１２からの情報（相対位置情報）を基に、記憶部１４に前回記憶して
おいた車両周辺の立体物位置情報を更新して新たな車両周辺の立体物位置情報を演算し出
力するようになっている。
【００９７】
上記車両周辺立体物認識部１０で形成される車両周辺の立体物位置情報は、図１５に示す
ように、ＸＹ平面上に予め設定した自車両を中心とする領域ＱＲＳＴ（前記発明の実施の
形態１に対応して示す）内の立体物の位置情報で、物体の車両との相対位置が、Ａ点（ｘ
a ，ｙ a ）からＢ点（ｘ b ，ｙ b ）に移動するような直進走行時は、前記（１５）式，（
１６）式に基づき前回の位置情報を移動させ、また、Ｂ点（ｘ b ，ｙ b ）からＣ点（ｘ C 
，ｙ C ）に移動するような旋回走行時は、前記（１３）式，（１４）式に基づき前回の位
置情報を移動させ、その後、記憶領域外に出たもののデータと、新たに得たデータ（カメ
ラ視野）に重複するデータとを消去し、新たに得たカメラ視野の相対位置情報を追加して
今回の新たな立体物位置情報を形成するようになっている。
【００９８】
上記走行制御部３８は、上記立体物位置情報演算部２６からの車両周辺の立体物位置情報
を基に、予め記憶してある自車両の外形形状から、自車両が停止すべき状態か否か判定し
て、自車両が停止すべき状態と判定した際には上記駆動モータ３４を停止制御して車両を
停止させる一方、自車両は停止すべき状態ではないが障害物を回避しなければならない状
態であると判定した際には上記駆動モータ３４を障害物回避制御して障害物を回避させる
。この障害物回避制御は、例えば、障害物とは左右反対側の駆動モータ（左側駆動モータ
３４Ｌあるいは右側駆動モータ３４Ｒ）を演算した速度に減速させることにより行なう。
【００９９】
次に、上記自律走行車３０の自律走行制御装置３５による自律走行制御を、図１６のフロ
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ーチャートで説明する。尚、この図からも明らかなように、Ｓ２０１～Ｓ１０９までの処
理は前記発明の実施の形態２と同様であるので、それ以降、Ｓ３０１以降の走行制御部３
８で行なわれる処理を説明する。また、前記発明の実施の形態２に於けるＳ２０１，Ｓ２
０３，Ｓ２０４の“後輪”は、“駆動輪”に読み替える。
【０１００】
Ｓ３０１では、立体物位置情報演算部２６からの車両周辺の立体物位置情報を基に、予め
記憶してある自車両の外形形状から、自車両が停止すべき状態か否かの判定を行なう。
【０１０１】
そして、上記Ｓ３０１で、障害物が自車両に接近して停止する必要があると判定するとＳ
３０２に進み、上記駆動モータ３４を停止制御して（車両停止制御ＯＮして）車両を停止
させる。
【０１０２】
一方、上記Ｓ３０１で、停止する必要はないと判定するとＳ３０３に進み、車両停止制御
ＯＦＦとして、Ｓ３０４に進み、立体物位置情報演算部２６からの車両周辺の立体物位置
情報を基に、予め記憶してある自車両の外形形状から、自車両が障害物を回避すべきか否
かの判定を行なう。
【０１０３】
上記Ｓ３０４で障害物を回避する必要があると判定すると、Ｓ３０５に進み、障害物とは
左右反対側の駆動モータ（左側駆動モータ３４Ｌあるいは右側駆動モータ３４Ｒ）の速度
（減速した速度）を演算し、この速度になるように、上記左右反対側の駆動モータを減速
制御（障害物回避制御ＯＮ）して、プログラムを終了する。
【０１０４】
一方、上記Ｓ３０４で障害物を回避する必要がないと判定すると、そのまま走行制御を続
け、このプログラムを終了する。
【０１０５】
このように、自律走行車においても、車両周辺立体物認識部１０を用いることにより、他
にカメラあるいは立体物認識装置を特別に付加することなく、車両周辺の広い範囲で立体
物の認識を行なうことができるため、車両前方の立体物による停止や回避等の自律走行制
御を有効に行なうことが可能である。
【０１０６】
また、自律走行制御が立体物に沿った走行を行なう機能を有している場合であっても、そ
の機能に使用できることはいうまでもない。
【０１０７】
さらに、自律走行車は、芝刈り以外の作業車、例えば、床面清掃作業ロボット車両等で広
く応用でき、床面清掃作業ロボット車両に応用した場合、壁際に沿った掃除等が容易にで
きる。
【０１０８】
次に、図１７～図２１は本発明の実施の形態４に係り、図１７は自律走行制御装置の機能
ブロック図、図１８は車両側面からみた自律走行制御装置の全体構成図、図１９は車両上
面からみた自律走行制御装置の全体構成図、図２０は車両周辺の立体物位置情報の説明図
、図２１は自律走行制御のフローチャートである。
【０１０９】
尚、本発明の実施の形態４は、車両としての自律走行車に、設定角度範囲で回動自在なＣ
ＣＤカメラを設け、車両進行方向以外の画像も得られるようにし、この車両進行方向以外
の画像を処理して得た立体物との相対位置情報を基に、立体物位置情報を得ることができ
るようにしたことが、前記発明の実施の形態３とは異なるので、以下、この異なる部分の
み説明する。
【０１１０】
すなわち、符号４０は車両としての自律走行車を示し、この自律走行車４０の前側上部に
、水平に回動自在な回転台４１が設けられ、この回転台４１の上にステレオ光学系３が固
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定されている。
【０１１１】
上記回転台４１は、回転台モータ４２と連結され、この回転台モータ４２は、自律走行制
御装置４５の走行制御部４６により制御され回動されるようになっている。
【０１１２】
上記回転台４１の回転角α（車両正面を基準０°とした角度）は、回転台角度センサ４３
により検出され、上記自律走行制御装置４５の車両周辺立体物認識部４７を構成する立体
物認識部４８に入力されるように形成されている。
【０１１３】
上記自律走行制御装置４５の上記車両周辺立体物認識部４７は、前記発明の実施の形態３
の車両周辺立体物認識部１０に対応するもので、上記立体物認識部４８が異なっており、
他の部分は同様のものである。
【０１１４】
上記立体物認識部４８は、前記発明の実施の形態３の立体物認識部１２と同様にステレオ
画像処理部１１から出力された距離画像から道路上の各物体の位置、形状等のパラメータ
を求めるとともに、上記回転台角度センサ４３からの上記回転台４１の回転角αを加味し
て、車両から見た立体物の相対位置座標を計算し、この相対位置情報を立体物位置情報演
算部２６に出力するようになっている。
【０１１５】
すなわち、図２０に示すように、上記ステレオ光学系３を通じて得られる画像は、車両正
面に対して可変に撮像されるため、この可変にされた量（上記回転台４１の回転角）を検
出して補正することで、上記立体物位置情報演算部２６において、自車両を中心とする立
体物の位置情報に追加できるようにするのである。
【０１１６】
また、上記走行制御部４６は、前記発明の実施の形態３の走行制御部３８と同様に上記立
体物位置情報演算部２６からの車両周辺の立体物位置情報を基に、予め記憶してある自車
両の外形形状から、車両の停止、あるいは、車両の障害物回避を制御するとともに、上記
回転台モータ４２を駆動制御して上記ステレオ光学系３を一定の速度で左右に回動運動さ
せるようになっている。尚、上記回転台モータ４２の駆動制御は、右に旋回する場合は右
に、左に旋回する場合は左にカメラ視野を向けるようにするものであっても良い。
【０１１７】
次に、上記自律走行車４０の自律走行制御装置４５による自律走行制御を、図２１のフロ
ーチャートで説明する。尚、この図からも明らかなように、上記自律走行制御装置４５に
よる自律走行制御は、前記発明の実施の形態３の自律走行制御のＳ１０８の処理を、Ｓ４
０１に変更したものである。
【０１１８】
すなわち、Ｓ１０７で前回の立体物位置情報の中で、新たな相対位置情報と重複するデー
タを消去した後、Ｓ４０１に進み、車両周辺立体物認識部４７の立体物位置情報演算部２
６では、回転台４１の回転角αで補正（立体物認識部４８での処理）された新たな相対位
置情報を読み込む。そして、Ｓ１０９以降に進む。
【０１１９】
このように、本発明の実施の形態４では、前記発明の実施の形態３で得られる効果に加え
、カメラ視野が左右に回動されるため、さらに広いカメラ視野が得られ、より確実な立体
物の把握ができる。
【０１２０】
尚、上記各発明の実施の形態では、ＣＣＤカメラで得られる画像を基に車両周辺の立体物
を認識するものであるが、画像ではなく、例えばスキャン式レーザレーダや超音波センサ
から得られる立体物の位置情報を基に車両周辺立体物認識装置を構成してもよい。
【０１２１】
また、上記各発明の実施の形態では、説明に直交座標を用いているが、極座標であっても
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よい。
【０１２２】
【発明の効果】
以上説明したように本発明によれば、一旦検出された車両周辺の立体物の位置情報は記憶
され、車両の移動に応じて逐次更新されて保持されるので、カメラ、センサ等の検出手段
あるいは立体物認識装置を特別に付加することなく、車両周辺の広い範囲で立体物の認識
を行なうことができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の実施の形態１による運転支援装置の機能ブロック図
【図２】本発明の実施の形態１による車両側面からみた運転支援装置の全体構成図
【図３】本発明の実施の形態１による車両上面からみた運転支援装置の全体構成図
【図４】本発明の実施の形態１による車両周辺の立体物位置情報の説明図
【図５】本発明の実施の形態１による前回の立体物位置情報を移動させる際の説明図
【図６】本発明の実施の形態１による運転支援制御での各接触危険度判定設定線の説明図
【図７】本発明の実施の形態１による運転支援制御のフローチャート
【図８】本発明の実施の形態２による運転支援装置の機能ブロック図
【図９】本発明の実施の形態２による車両側面からみた運転支援装置の全体構成図
【図１０】本発明の実施の形態２による車両上面からみた運転支援装置の全体構成図
【図１１】本発明の実施の形態２による運転支援制御のフローチャート
【図１２】本発明の実施の形態３による自律走行制御装置の機能ブロック図
【図１３】本発明の実施の形態３による車両側面からみた自律走行制御装置の全体構成図
【図１４】本発明の実施の形態３による車両上面からみた自律走行制御装置の全体構成図
【図１５】本発明の実施の形態３による車両周辺の立体物位置情報の説明図
【図１６】本発明の実施の形態３による自律走行制御のフローチャート
【図１７】本発明の実施の形態４による自律走行制御装置の機能ブロック図
【図１８】本発明の実施の形態４による車両側面からみた自律走行制御装置の全体構成図
【図１９】本発明の実施の形態４による車両上面からみた自律走行制御装置の全体構成図
【図２０】本発明の実施の形態４による車両周辺の立体物位置情報の説明図
【図２１】本発明の実施の形態４による自律走行制御のフローチャート
【符号の説明】
１　　自動車（車両）
２　　運転支援装置
３　　ステレオ光学系（物体検出手段）
４　　舵角センサ（車両移動量検出手段）
５　　後輪回転数センサ（車両移動量検出手段）
６　　制御装置
７　　表示部
１０　　車両周辺立体物認識部
１１　　ステレオ画像処理部（物体検出手段）
１２　　立体物認識部（立体物認識手段）
１３　　立体物位置情報演算部（立体物位置情報演算手段）
１４　　記憶部（位置情報記憶手段）
２０　　接触判定出力部
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】
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【 図 １ ３ 】 【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】 【 図 １ ６ 】

(20) JP 3866328 B2 2007.1.10



【 図 １ ７ 】 【 図 １ ８ 】

【 図 １ ９ 】 【 図 ２ ０ 】
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【 図 ２ １ 】
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